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公立大学法人宮城大学新財務会計システム（仮称） 

企画・開発業務の概要 

 

１ システム構築の目的  

大学の会計処理においては，財政状態及び運営状況の開示並びに業績評価の基準とな

る情報の開示等を行なうために，従来までの単式簿記による予算・執行管理に代わり，

法人として企業会計原則に則した複式簿記を導入した財務会計処理や予算管理を行う

必要がある。 

また，新たに財務諸表等に財務状況をまとめるための本システムを整備することによ

って，各種システムとのデータの連携を図りながら財務会計制度に関する事務処理を正

確かつ効率的に行い，大学が自主的・自律的な大学運営を行う基盤として構築するもの

である。 

さらに，関連する仕組みとして購買管理や職員の旅費計算に機能を備え，支出管理を

行うとともに，資産管理を含めた公立大学法人の会計基準である「地方独立行政法人会

計基準」（以下｢独法会計基準｣という。）及び「地方独立行政法人会計基準注解」（以下｢注

解｣という。）に対応した財務会計処理業務全般に関する状況の把握，関連データの引き

渡し及び各種印刷帳票等の作成ができる仕組みを構築するものである。 
 

 

２ 調達物品及び構成内訳 

調達物品名及び数量 財務会計システム 一式 
・設計書等関連ドキュメント 
・ハードウェア 
・ソフトウェア 他 
 

（納入期限） 

平成２１年３月３１日 
現時点の作業スケジュールの想定は別表のとおり 
（ただし，ハードウェア及びソフトウェアについては平成２０年１０月３１日） 
本システムの構成品の調整，業務プログラムとの調整等が終了した後，平成 20 年 11
月中旬から平成 21年 2月下旬の間で試験を実施する。 
 

資料２ 



  
 

 - 2 - 
公立大学法人宮城大学新財務会計システム企画・開発業務 

2

 

３ 到達目標  

独法会計基準及び注解に対応した財務会計事務を処理できるシステムであること。 
・平成２０年度内にシステム構築及びデータ移行作業を１２月までに終了すること。

操作研修を平成２１年１月末までに終了すること。 

・本システムの運用に当たっては効率性，信頼性，安全性（セキュリティ）を確保す

るための方策が施されていることとし，本システム運用に当たって過大な費用や労力

負担が生じない有効性，採算性が図られたものであること。 

 

 

４ システム化の範囲  

本システムの範囲は次のとおりである。 
システムの機能 備考 

予算執行管理 
収入，未収金管理 
購買，未払金管理 
契約，購買事務 
固定資産管理 
給与支払結果※（給与計算を実装しない） 
旅費計算 
外部資金 
（寄付金，受託研究，科学研究費等） 
財務諸表作成 

 
注１ 
注２ 
 
 
注３ 
注４ 
 

 

システムについては，予算管理（単式簿記）とともに” 会計（複式簿記）の独立し

た科目構成・管理”から”購買管理・旅費計算”までの債権・債務の管理及び収入・

支出等の業務をシステム化の範囲とする。 

収入管理，支出管理及び決算処理が必要となることから，関連システムと相互連携

の仕組みを持つとともに，アクセス権（実行可能な処理）を利用者ごと，部署ごとに

設定できる個人認証の仕組みを併せて構築する。 

 

注１ 授業料システムは当面既存のものを使いながら，データを連動させ運用する。 
注２ 教員が財源別予算を確認しながら，購入依頼を入力する。 
注３ 給与計算は臨時職員，非常勤職員を含め外部委託の結果を取込み反映する。 
注４ 旅費の旅程に基づく計算の仕組みを併せて構築する。 
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５ 効果  

本システムの導入により期待される効果は以下のとおりである。 
（１）独法会計基準及び注解に対応した財務会計事務を処理できる。 
（２）予算管理（単式簿記）と会計（複式簿記）の独立した科目構成・管理機能を持ち，

相互円滑な連携性を図った会計処理が行える。 
（３）大学の財務会計を一元的に管理できる。 
（４）日常の会計事務に関する処理が，迅速に行える。 
（５）入力されたデータに基づき会計処理，予算，決算，資産管理等に関連する帳票が

迅速に作成できる。 
（６）契約・支出管理，収入管理，財務処理，支払管理，決算管理の業務範囲，中期計

画期間（６年）の統計処理が行える。 
（７）次期中期計画の策定時に必要なデータの引き渡しが行える。 
（８）契約，収入支出管理，財務処理段階の伝票ファイルは，各処理段階の経過を残す

業務処理の信頼性を証明するとともに，稼動期間の想定業務量を満たす明細データ

を保持することで関係資料の透明性が確保できる。 
（９）収入支出契約･債務計上入力いずれの業務段階から作業に従事しても適正な事務処

理が行える。 
（１０）収入支出契約・決議，財務処理，出納データは業務処理の経過が一元的に把握

可能となる。必要に応じ，前処理段階データから引用連携による明細単位に連携す

ることで管理する職員の事務負担が軽減される。 
（１１）予算計数，財務計数について，即時性の高い集計を行えることで，事務処理の

状況の掌握・管理が可能となる。 
（１２）日次・月次等の一括単位だけでなく，伝票単位についても遡及可能とすること

で，業務運営の実情に応じた事務処理が可能となる。 
また，収入支出契約・決議，財務処理等の各段階に応じた遡及を可能とすること

で円滑な事務処理が行える。 

（１３）開発プログラムの保守を委託し試行運用期間について運用の支援を得ることで

円滑な運営を行える。適切な事務処理が可能となる。 
 

 

６ 体制図  

現時点の発注者側の想定する体制図は別添のとおりである。 
なお，以下の点を遵守すること。業務の受注先は本システムの構築等の作業に当

たって，作業開始に先立ち以下のアイウについて，発注者側の了解を得ること。 
ア 受託者側の本調達に係るプロジェクトリーダーを選任し届け出ること。プロジ

ェクトリーダーは基本設計から，開発，導入設置の完了まで実質的な業務統括者

として継続的に担当できること。 
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イ システム構築に係る体制を届け出るものとし，本稼動が確認できるまで要員を

確保できること。 
ウ 業務の一部をやむを得ず再委託しようとするときは，予め発注者の書面による

承諾を得ること。 
エ 問い合わせ窓口は 1本化し，供給者間の技術的問題は内部で調整すること。 
オ 導入作業の過程で発注者により技術的知識または経験不足のため，作業品質が低
いと判断された担当者については，発注者の要請に応じて代替の担当者を新たに

準備すること。 
カ 受託者は，財務会計システム導入，稼動が確認できるまでの間，その進捗状況の
報告及び作業の確認，問題点の協議・解決が円滑に行えるような連絡の場を設置

すること。 

 
 



別表 システム開発関係作業スケジュール（案）

2008年 2009年
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データ作成業務

ー
タ
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品

県規則等

事務決裁規定

組織体制



別添
発注側 受注側

契約管理 システム開発部門
業務管理部門 業務受託者
県立大学室

現地管理
要件定義検査部門 保守作業・運用支援部門
宮城大学 業務受託者

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
リ
ー
ダ
ー

業
務
統
括
者

体制図

企業連合も受託可能とする
※受託者側で進捗状況の連絡の場を設置
すること。



旅費計算サブシステム

・予算登録 ・収入決議
・予算配分 ・債権計上
・予算執行 ・入金・債権照合
・予算差引 ・未収金計上（債権管理）

・窓口入金 （ＣＳＶ連携）

・購入依頼・支出決議 ・プロジェクト登録
・支出契約決議 ・科学研究費補助金等の入金管理

公立大学法人　宮城大学　財務会計等システム機能別構成想定イメージ
別紙

予算執行管理

支出管理 科学研究費補助金等管理

収入管理

財務会計基本システム

給与計算（アウ

給与支払

人事・給与

入試システム

事務教務システム

入学者デー

（既設）

（既設）

旅費計算

入力

公共交通機関利

用者用旅費計算

自家用車利用者

用旅費（距離）計 ・支出契約決議 ・科学研究費補助金等の入金管理
・発注 ・科学研究費補助金等の執行管理

　　 ・納品検収
・債務計上（未払金管理）
・支払準備
・支払確定

・取得・移動・除却 ・決算処理（支払・未払・仮払）
（ＣＳＶ連携） ・減価償却費計上 ・仕訳帳，元帳，会計帳簿等の随時訂正

・月次決算書，年次決算書作成
・財務諸表等作成

回線が繋がっていないので，データを直接送受信することができない。
直接データの送信ができる。

※主な内容のみを記載したもの。

今回構築想定の範囲

財務管理資産管理
図書管理

システム
蔵書登録

ファームバンキング端

事務教務システム

授業料債権

授業料債権

金融機関

授業料入金

入金・支払

（既設）

（既設）用旅費（距離）計

算ソフト


